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岩手県  葛巻町長
鈴　木　重　男

発行にあたって

　町民の皆さまには、日ごろから町政の各分野におきまし
て深いご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。
　一昨年のアメリカに端を発した世界規模の金融危機の広
がりが、今なお、日本経済へ深刻な影響を及ぼしており、
急激に悪化した消費や雇用情勢が、我々山村地域の経済や
住民生活に深刻な影を落としております。
　このような状況の中、国においては、「地域の活性化と
絆の再生を図り、地域の自給力と創富力を高める地域主権
型社会への転換」を基本理念に、「緑の分権改革」が発表
されました。これは、正に我が町のための政策ではないか
と思えるような内容であります。
　私は、「地球規模の課題である食料・環境・エネルギー
問題」に貢献する町として、あるいは「ミルクとワインと
クリーンエネルギーの町」として、町民の皆さまが「住み
続けたい町」、「誇りを持てる町」と思える夢のある町づく
りの実現に向けて、町民の皆さまと力を合わせて町政運営
に取り組んで参りたいと考えております。
　また、本年は、昭和30年の新葛巻町誕生から55年の記念
すべき年に当たります。平成の大合併により、県内の多く
の町村が合併を選択し、由緒ある町村の名が消えていく中
にあって、我が町は「当面自立の道を選択」し、持続可能
な町づくりの基盤の確立に向けて取り組んで参りました。
　本年は、節目の年にふさわしく、各種記念行事を町内に
おいて開催しながら、積極的に町のＰＲを展開し、葛巻の
未来に向けて力強く第一歩を踏み出す年にしたいと願うと
ころでありますので、多くの町民の皆様の町政への積極的
な参画と御支援を賜りますようお願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 22 年 5 月
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平成 22 年度 まちの 予算 の状況

■予算額（平成 21 年度対比）
　平成 22 年度の町の予算総額は、71 億 7,554 万円で前年度に比較して 4,500 万円（0.6 パーセント）の
増となりました。
　また、国の「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」等を財源とした 21 年度からの繰越事業 14 億 7,924 
万円を加えると、実質 10 億 5,411 万円（13.9 パーセント）の増となっています。

会　　計　　名 平成22年度 平成21年度 増　減　額（伸率）

一　　　般　　　会　　　計 47億4,426万円 45億8,736万円 1億5,690万円（　 3.4％）

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険事業勘定 11億3,226万円 11億4,600万円 ▲ 1,374万円（▲ 1.2％）

簡　易　水　道　事　業 1億6,399万円 2億7,631万円 ▲ 1億1,232万円（▲ 40.6％）

老　　人　　保　　健 107万円 1,008万円 ▲ 901万円（▲ 89.4％）

農 業 集 落 排 水 事 業 2億2,682万円 2億1,438万円 1,244万円（　 5.8％）

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 7,620万円 6,886万円 734万円（　 10.7％）

国民健康保険病院事業会計 8億3,094万円 8億2,755万円 339万円（　 0.4％）

合　　　　　　　　計 71億7,554万円 71億3,054万円 4,500万円（　 0.6％）

会　　　計　　　名 平成21年度繰越分 平成20年度繰越分 増　減　額（伸率）

一　　　般　　　会　　　計 14億7,924万円 4億7,013万円 10億0,911万円（ 214.6％）

特 別 会 計 ( 簡 易 水 道 事 業 ) 400万円 － 400万円（ 皆 増 ）

合　　　　　　　　計 14億8,324万円 4億7,013万円 10億1,311万円（ 215.5％）

総　　　合　　　計 86億5,878万円 76億    67万円 10億5,811万円（　 13.9％）

47億4,426万円

45億8,736万円

一般会計 特別会計
病院
会計 

繰越事業
14億7,924万円

繰越事業 
4億7,013万円  

平成22年度

平成21年度 国民健康 
保険事業

11億
4,600万円

簡易水道事業 
1億6,399万円

国民健康
保険事業

11億
3,226万円

簡易水道事業 
2億7,631万円

老人保健 
107万円

老人保健
1,008万円

農業集落排水事業 
2億2,682万円

農業集落排水事業
2億1,438万円

後期高齢者医療事業 
7,620万円 

後期高齢者医療事業 
6,886万円

8億 
3,094万円 

8億 
2,755万円
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■一般会計当初予算額の推移
　平成 2 年度以降の一般会計当初予算額の推移をグラフにしてみました。平成９年度の 71 億 9,000 万円
を最高に右肩下がりに転じ、ここ数年は平成初期の予算水準となっています。

■歳入（入ってくるお金）
　歳入は、その性質により依存財源（国・県などから交付、割り当てられるお金で【地方交付税、国庫・県
支出金、各種交付金など】）と自主財源（町が自力で収入できるお金で【税金、使用料、負担金、基金から
の繰り入れなど】）に分かれます。

40億円 

50億円 

60億円 

70億円 

80億円 

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

44.5  

71.970.3  

48.9 47.4  

初めて 
70億円を突破 

平成2年度以来、 
15年ぶりの40億円台  

4年連続の40億円台 

項　　　目 平成 22 年度予算額（構成比率） 平成 10 年度予算額（構成比率） 摘　　　要

依
　
存
　
財
　
源

地方交付税 29億7,000万円 （62.6％） 37億2,200万円 （55.7％） 町の財政需要の状況により国か
ら配分されるお金

町　　　　　　債 3億6,240万円（ 7.6％） 7億9,460万円 （11.9％） 事業を行うために国などから借
りるお金

県　支　出　金 3億 401万円（ 6.4％） 5億4,411万円（ 8.1％） 事業を行うために県からもらう
お金

国 庫 支 出 金 2億4,299万円（ 5.1％） 4億 626万円（ 6.1％） 事業を行うために国からもらう
お金

地 方 譲 与 税 7,900万円（ 1.7％） 7,240万円（ 1.1％） 自動車重量税など国税から町に
配分されるお金

その他の依存財源 6,463万円（ 1.4％） 9,638万円（ 1.4％） 利子割交付金、交通安全対策特
別交付金等

自  

主  

財  

源

町　　　　　　税 4億8,231万円 （10.2％） 4億8,097万円（ 7.2％） 町民の皆さんからの税金

諸 　 　 収 　 　 入 9,931万円（ 2.1％） 4,952万円（ 0.8％） 町税等の延滞金や町預金利子等

分担金及び負担金 9,154万円（ 1.9％） 1億4,598万円（ 2.2％） 保育所や老人ホームなどの利用
者が負担したお金

その他の自主財源 4,807万円（ 1.0％） 3億7,019万円（ 5.5％） 使用料、手数料など他の収入科
目に含まれないお金

合　　　計 47億4,426万円（100.0％） 66億8,241万円（100.0％）

うち地方交付税 29.7億円（62.6％） 
うち町債 
3.6 億円 
（7.6％） 

40.2 億円（84.8％）
7.2 億円

37.2億円（55.7％） 
7.9 億円 
（11.9％） 

10.5 億円（15.7％）

Ｈ
22

Ｈ
10

56.4億円（84.3％） 

依存財源 自主財源 

（15.2%）
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■歳出（出ていくお金）
●性質別
　　歳出は、その性質により、支出が義務づけられ任意に削減できないお金「義務的経費」と、施設建設な

ど将来残るものにかかるお金「投資的経費」、「その他の経費」の３項目区分することができます。

●目的別
　　目的別は、行政目的により議会費、総務費、民生費、衛生費、労働費、農林水産業費、商工費、土木費、

消防費、教育費、災害復旧費、公債費、諸支出金、予備費の 14 項目に区分されます。

項　　　目 平成 22 年度予算額（構成比率） 平成 10 年度予算額（構成比率） 摘　　　要

義
務
的
軽
費

公債費 9億7,246万円 （20.5％） 11億4,495万円 （17.1％） 事業のために国などから借りたお金
の元利償還金

人件費 9億1,873万円 （19.4％） 13億8,228万円 （20.7％） 議員報酬、各種委員報酬、職員給
与・手当などの経費

扶助費 3億1,281万円（ 6.6％） 4億2,702万円（ 6.4％） 医療費扶助、福祉関係扶助、教育関
係扶助などの経費

投
資
的
経
費

普通建設事業費
（補　助） 2億2,137万円（ 4.7％） 7億9,927万円 （12.0％）

道路、建物など公共施設の建設のう
ち、国･県などから補助金・負担金
を受けて施行する事業の経費

普通建設事業費
（単　独） 9,695万円（ 2.0％） 11億 251万円 （16.5％）

道路、建物など公共施設の建設のう
ち、国の補助などを受けず町が自主
的に施行する事業の経費

災害復旧事業 － （－） － （－）
洪水などの被害を受けた施設を原形
に戻すため、国・県の補助金・負担
金を受けて施行する事業の経費

そ
の
他
の
軽
費

補助費等 8億4,031万円 （17.7％） 6億1,515万円（ 9.2％）
報奨金、損害保険料、委託料(物件
費に計上されていないもの）、負担
金・補助金、公課費などの経費

物件費 6億7,679万円 （14.3％） 8億4,581万円 （12.6％）
消費的性質の経費で、賃金、旅費、
交際費、消耗品費、郵便料、委託
料、使用料、100 万円以下の備品な
どの経費

繰出金 4億 488万円（ 8.5％） 1億7,401万円（ 2.6％） 特別会計などへ支出する経費

その他の経費 2億9,995万円（ 6.3％） 1億9,140万円（ 2.9％） 維持補修費、投資、出資金、貸付
金、積立金、予備費

合　　　計 47億4,426万円（100.0％） 66億8,241万円（100.0％）

項　　　目 平成 22 年度予算額（構成比率） 平成 10 年度予算額（構成比率） 摘　　　要

公 　 債 　 費 9億7,251万円 （20.5％） 11億4,505万円 （17.1％） 事業のために国などから借りたお金の元利
償還金

民 　 生 　 費 9億5,377万円 （20.1％） 10億 691万円 （15.1％） 老人や身障者、保育所の運営など社会保障
にかかる経費

総 　 務 　 費 7億3,800万円 （15.6％） 7億 140万円 （10.5％） 町の財産管理や町税の事務などにかかる経
費

衛 　 生 　 費 7億 158万円 （14.8％） 5億4,679万円（ 8.2％） 保健・衛生・環境などの業務にかかる経費

農林水産業費 3億9,651万円（ 8.4％） 13億2,300万円 （19.8％） 農林・畜産業の振興や土地改良事業などに
かかる経費

教 　 育 　 費 3億5,115万円（ 7.4％） 10億 582万円 （15.1％） 小・中学校の運営や社会教育・体育事業の
開催などにかかる経費

消 　 防 　 費 2億6,880万円（ 5.7％） 3億 739万円（ 4.6％） 防災や災害時の活動などにかかる経費

土 　 木 　 費 2億5,320万円（ 5.3％） 5億　　7万円（ 7.5％） 道路・公園・河川などの建設や維持管理に
かかる経費

議 　 会 　 費 5,950万円（ 1.3％） 1億 434万円（ 1.6％） 議会の運営にかかる経費

その他の経費 4,924万円（ 1.0％） 4,164万円（ 0.6％） 商工費､ 労働費､ 諸支出金､ 予備費などの
経費

合　　計 47億4,426万円（100.0％） 66億8,241万円（100.0％）
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●節別
　　節別は、支出目的により報酬、給料、賃金、報償費、旅費、交際費、需用費、役務費、委託料、使用料

及び賃借料、工事請負費、備品購入費、負担金補助及び交付金、扶助費、繰出金、予備費など 29 項目に
区分されます。

項　　　目 平成 22 年度予算額（構成比率） 平成 10 年度予算額（構成比率） 摘　　　要

負担金補助及び交付金 9億7,846万円 （20.6％） 9億6,570万円 （14.5％） 団体や事業に対する補助金や負
担金にかかる経費

償還金利子及び割引料 9億7,346万円 （20.5％） 13億0,949万円 （19.6％） 町債（町の借金）の返済にかか
る経費

給与・職員手当・共済費等 8億8,869万円 （18.7％） 12億8,415万円 （19.2％） 職員の給与や手当、共済費にか
かる経費

委託料・使用料・賃借料 5億0,706万円 （10.7％） 9億8,625万円 （14.8％） 電算処理、事務機器の借上げや
工事の設計などにかかる経費

扶　　　助　　　費 2億9,637万円 （6.2％） 7,014万円 （1.0％） 医療費助成などにかかる経費

繰　　　出　　　金 2億8,263万円 （6.0％） 1億7,401万円 （ 2.6％） 特別会計へ定められたルールの
もとに出すお金

工　事　請　負　費 1億9,348万円 （4.1％） 10億1,252万円 （15.2％） 道路建設など公共事業の施工に
かかる経費

旅費・需用費・役務費 1億8,999万円 （4.0％） 3億8,105万円 （5.7％）
旅費、消耗品、修繕料、光熱水
費、郵便料など行政運営にかか
る経費

報　酬　・　賃　金 1億3,099万円 （2.8％） 1億6,254万円 （2.4％） 議員、各種行政委員、臨時職員、
嘱託職員などへの報酬、賃金

そ の 他 の 経 費 3億0,313万円 （6.4％） 3億3,656万円 （ 5.0％）
交際費、原材料費、公有財産購
入費、備品購入費、積立金、公
課費（自動車重量税など）、予
備費など

合　　　計 47億4,426万円（100.0％） 66億8,241万円（100.0％）

●性質別  

●目的別  

 

●節別 負担金補助及び交付金
繰出金・扶助費

22.0億円（46.5％） 

23.2億円（50.6％） 

うち人件費 
9.2億円 
（19.4％） 

9.8億円（21.4％） 

うち公債費 
9.7億円 
（20.5％） 

9.9億円（21.6％） 

3.2億円 
（6.7％） 

3.6億円（7.9％） 

うち物件費 
6.8億円
（14.3％） 

5.7億円  
（12.4％） 

22.2億円（46.8％）

19.0億円（41.5％）

9.7億円（20.5％） 

11.5億円（17.2％） 

16.6億円（34.9％） 

15.5億円（23.2％） 

4.0億円
（8.4％） 

13.2億円（19.8％）

3.5億円 
（7.4％） 

10.1億（15.1％） 

13.6億円（28.8％） 

16.5億円（24.7％）

10.2億円（21.5％） 

14.5億円（21.7％） 

9.7億円（20.5％） 

13.1億円（19.6％） 

15.6億円（32.8％） 

12.1億円（18.1％） 

1.9億円  
（4.1％） 

10.1億円（15.1％） 

10.0億円（21.1％）

17.0億円（25.5％） 

義務的経費 その他の経費投資的経費

公債費 民生費・衛生費
農林
水産費 教育費

総務費  
その他の経費

給料・手当
共済費
報酬・賃金

償還金及び
割引料

 
その他の経費
 

工事
請負費
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平成 22 年度 総合計画体系別 の予算の状況
　予算総額の 86 億 5,878 万円を総合計画の体系別に組み替えると、次のとおりとなります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　は 21 年度繰越事業または継続事業）

Ⅰ 安心して暮らせる町　45 億 2,620 万円

１ 健康で快適に暮らせるまちづくり　42 億 4,633 万円

(1) 保健・医療の充実
26 億 2,360 万円

(2) 福祉の充実
6 億 4,811 万円

(3) 子育て環境の充実
2 億 7,972 万円

(4) 生活環境の整備
6 億 9,890 万円

国民健康保険事業の健全化の推進	 12 億 4,653 万円
医療の確保	 12 億 8,095 万円
健康づくりの推進	 8,993 万円
年金の充実	 619 万円

高齢者福祉の充実	 3 億 9,234 万円
障害者福祉の充実	 1 億 8,716 万円
地域福祉の充実	 5,952 万円
母子家庭等の福祉の充実	 909 万円

保育所の運営	 1 億 6,269 万円
児童館の運営など	 108 万円
児童福祉の充実	 1 億 1,595 万円

水道施設の整備	 2 億 1,512 万円
生活排水処理施設の整備	 3 億 2,960 万円
環境衛生の充実	 1 億 1,354 万円
住宅の整備	 4,009 万円
公園の整備	 55 万円

■ 主な事業と予算
　● 「こころの健康づくり連絡会」との連携等により、自殺予防対策を推進します。
　● 食育推進計画に基づき、地域特性を活かした「食育」を推進します。
　● 乳幼児から高齢者までの生活習慣病予防や介護予防を視野に入れた健康診査、健康相談を行います。
　● 不妊治療を受ける夫婦の経済的負担を軽減するための支援を行います。
　● 20 年 4 月からスタートした後期高齢者医療事業の充実に努めます。
　● 地域福祉、高齢者福祉、障害者福祉、介護保険事業の各福祉計画に基づき事業を推進します。
　● 保育所・児童館の適正な配置運営についての検討を進めます。
　● 木造住宅の耐震診断の助成を引き続いて行うと共に、耐震改修工事に対する助成事業も実施します。
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● 新規事業等

町立保育所の保育料の軽減
　270 万円　　　　　　　　教育委員会

高齢者世帯等水洗化普及支援事業
　400 万円　　　　　　　　建設水道課

子ども手当支給管理事業
　9,664 万円　　　　　　　住民会計課

五日市保育園長寿命化事業
　145 万円　　　　　　　　教育委員会

葛葉荘改修事業
　1,000 万円　　　　　　　健康福祉課

　子育て世帯の経済的負担を軽減するため、
町立保育所の保育料を引き下げます。

【事業内容】
　保育料約 10％軽減（１か月あたり 1,000
円～ 5,000 円の引き下げ）

　快適な生活を送っていただくため、水洗化
に係る工事費の一部を補助します。

【事業内容】
　住宅の水洗便器の設置等、排水工事にかか
る経費を補助対象事業費とし、その８割を補
助します。（上限は 40 万円）
　○補助の対象となる世帯
　　　世帯全員が非課税で、次の要件に当て

はまる世帯が対象です。
　　　(1) 高齢者世帯　(2) 障害者世帯
　　　(3) ひとり親等の世帯

　次世代の社会を担う子ども一人ひとりの健
やかな育ちを社会全体で応援するための制度
です。
　現在の「児童手当」が「子ども手当」に変
わり、支給対象者が中学生まで拡大されます。

【事業内容】
　中学校卒業までの子ども１人あたり
　月額 13,000 円支給
　　（年３回 ２月、６月、10 月支給）

　消防法の改正により、275㎡以上の施設に
スプリンクラー整備を設置することが義務づ
けられたため、設置工事を行います。
　また、老朽化により屋根の雨漏り部分を修
繕し、建物の長寿命化を図ります。

【事業内容】
　葛葉荘スプリンクラー新設工事
　葛葉荘屋根修繕工事

　老朽化が進んでいる五日市保育園（昭和
45 年２月建築）の屋根部分を修繕し、建物
の長寿命化を図ります。

【事業内容】
　五日市保育園屋根修繕工事

子どもたちの笑顔が元気をくれます
（葛巻保育園／農園の収穫）



− 7 − − 8 −

● 継続して行う事業（主なもの）

医療器械器具整備事業
　6,945 万円　　　　　　　　葛巻病院

葛巻病院屋上防水事業
　350 万円　　　　　　　　　葛巻病院

町営鳩岡住宅長寿命化事業
　2,831 万円　　　　　　　建設水道課

　一般レントゲン装置等医療器械を更新し、
導入済の電子カルテに接続するとともに、眼
科用画像管理システムを新たに導入すること
により、全科のデジタル管理化を図り、医療
サービスの向上に努めます。

【事業内容】
　一般レントゲン装置ほか６点、眼科用画像
管理システム一式

　老朽化している旧母子センターの屋上を修
繕することにより雨漏りを解消し、病室の利
用向上と使用できなかった空き部屋の有効活
用を図ります。

【事業内容】
　屋上防水工事

　町営住宅は、住宅に困窮する低所得者に低
廉な使用料で賃貸するために管理していま
す。
　鳩岡住宅は、建築後既に 23 年を経過し、
屋根や外壁の一部が老朽化しており、住宅の
耐用を延ばすために修繕を行います。

【事業内容】
　木造２階建て住宅 32 棟の屋根の塗装及び
外壁の防水等

● 介護保険事業 ･････････････････････････････････	 1 億 5,501 万円	（健康福祉課）
● 地域福祉等推進特別支援事業 ･･････････････････････	 583 万円	（　　〃　　）
● 障害者自立支援給付事業 ･･･････････････････････	 1 億 4,307 万円	（　　〃　　）
● 障害者在宅支援事業 ･･････････････････････････････	 1,251 万円	（　　〃　　）
● 各種検診事業 ････････････････････････････････････	 2,973 万円	（　　〃　　）
● 通院バス等運行事業 ･･････････････････････････････	 2,308 万円	（　　〃　　）
● 高齢者等にやさしい住まいづくり事業 ････････････････	 180 万円	（　　〃　　）
● 妊婦健康診査事業 ･････････････････････････････････	 180 万円	（　　〃　　）
● 保育所運営事業 ･･････････････････････････････････	 2,951 万円	（教育委員会）
● 児童館運営事業 ･･････････････････････････････････	 1,300 万円	（　　〃　　）
● 町整備型浄化槽建設事業 ･･････････････････････････	 5,846 万円	（建設水道課）

健康で長生きが一番です
（長寿を祝う会）
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２ 地域で支え合うまちづくり　2 億 7,587 万円

(1) 防災対策、消防・救急体
　制の充実　 2 億 7,026 万円

(2) 交通、防犯、青少年対策
　の充実　　　　　 561 万円

広域消防の充実	 1 億 9,716 万円
消防団活動の充実	 3,751 万円
消防施設の充実	 3,424 万円
防災対策の充実	 135 万円

交通安全対策の充実	 140 万円
防犯・青少年対策の充実	 421 万円

■ 主な事業と予算
　●　災害の未然防止及び応急体制の確立を図るとともに、町民の防災意識の啓発に努めます。
　●　消防・救急対策については、関係団体との緊密な連携を図りながら、消防施設の近代化と組織体制の

強化に努めるとともに、町民の防火意識の高揚に努めます。
　●　交通安全対策については、交通安全教育の徹底、交通安全団体の育成、交通事故相談体制の充実を図

るとともに、交通安全施設整備の推進に努めます。
　●　防犯については、防犯施設の適正な配置を図るとともに、町民の防犯意識の徹底、自主的な防犯体制

の確立、防犯団体の育成に努め、犯罪のない明るい地域社会の形成に努めます。

● 新規事業等

消防ポンプ自動車整備事業
　2,070 万円　　　　　　　総務企画課

小型動力消防ポンプ整備事業
　190 万円　　　　　　　　総務企画課

　複雑多様化する各種災害に対して、迅速か
つ的確に対処するため、消防機械器具の更新
や消防防災設備の整備を図ります。

【事業内容】
　第２分団ポンプ自動車の更新

　複雑多様化する各種災害に対して、迅速か
つ的確に対処するため、消防機械器具の更新
や消防防災設備の整備を図ります。

【事業内容】
　第６分団小型動力ポンプの更新

わたしたちの地域を守る消防団（山火事防止パレード）
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● 継続して行う事業（主なもの）

消防団屯所修繕事業
　220 万円　　　　　　　　総務企画課

自主防災組織育成助成金
　200 万円　　　　　　　　総務企画課

消防団・防災担当職員活動服整備事業
　146 万円　　　　　　　　総務企画課

　複雑多様化する各種災害に対して、迅速か
つ的確に対処するため、老朽化の進む消防団
屯所の改築工事を行うことにより、消防団の
活動の向上を図ります。

【事業内容】
　第２分団屯所の改築工事
　第 11 分団屯所の改築工事

　災害時における自主防災隊の活動の充実強
化及び高齢者世帯などの住民生活支援の向上
を図ります。

【事業内容】
　自主防災隊のしんまち防災白虎隊に防災用
品（ＡＥＤ 他６品）及び防災資機材（投光
器 他６品）の交付

　総務省消防庁が消防団員服制基準の改正を
行ったことに伴い、活動服の更新を行うこと
により、消防団の活動の向上を図ります。

【事業内容】
　防災担当職員の活動服の更新

● 防火水槽整備事業 ･･････････････････････････････････	 635 万円	（総務企画課）
● 消防組織活動補助事業 ･･････････････････････････････	 128 万円	（　　〃　　）
● 反射鏡設置事業 ･････････････････････････････････････	 13 万円	（　　〃　　）
● 防犯灯設置事業 ･････････････････････････････････････	 25 万円	（　　〃　　）

安心・安全がぼくたちの願いです
（幼年消防クラブ／消防演習）
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Ⅱ 自然とともに生きる町　4 億 2,830 万円

１ 環境を守り育てるまちづくり　4,943 万円

(1) 自然環境の保全　  22 万円

(2) 水資源・町土の保全
591 万円

(3) 地域エネルギーの活用
4,330 万円

自然環境の保全	 22 万円

自然環境の保全	 34 万円
砂防施設の管理等	 557 万円

新エネルギーの普及・啓発	 4,031 万円
新エネルギー施設の管理等	 299 万円

■ 主な事業と予算
　●　一般廃棄物処理については、分別収集やリサイクル活動等を通じて総排出量の抑制と資源化率の向上

に取り組みます。
　●　不法廃棄物に対する町民総監視体制の構築に取り組みます。
　●　国の「緑の分権改革」構想を踏まえ、本町の新エネルギー政策の新たな展開を目指して事業採択に向

けて積極的に取り組みます。

● 新規事業等

公共施設省エネ・グリーン化推進事業
　3,570 万円　　 農林環境エネルギー課

西里地区排水路整備事業
　350 万円　　　　　　　　  建設水道課

　地球温暖化対策の一環として公共施設の省
エネ化を推進する国の補助制度を活用して、

「くずまき交流館プラトー」に省エネルギー
設備を導入し、公共施設の二酸化炭素排出の
低減に取り組みます。

【事業内容】
　屋内照明及び敷地内防犯灯のＬＥＤへの切
り替え、太陽光発電装置設置

　西里地区の集落内を流れる用排兼用水路で
すが、防災上の観点から通年排水となってい
ます。しかし、降雨時等の増水時には素堀側
溝のため周囲の耕地や宅地に浸水被害を及ぼ
しているため、水路整備を実施し、浸水被害
の解消を図ります。

【事業内容】
　排水能力を高めるため、コンクリート製水
路による整備を行い、増水時の浸水被害防止
により、防災の充実を図ります。

● 継続して行う事業（主なもの）

● リサイクル団体奨励事業 ･････････････････････	 26 万円	（農林環境エネルギー課）
● 廃棄物処理事業 ･･････････････････････････	 6,246 万円	（　　　　〃　　　　）
● いわて型ペレットストーブ整備 ･･･････････････	 42 万円	（　　　　〃　　　　）
● 新エネルギー等導入事業 ････････････････････	 250 万円	（　　　　〃　　　　）
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２ 地域資源を生かした産業を推進するまちづくり　3 億 7,887 万円

(1) 農業の振興
1 億 5,922 万円

(2) 林業の振興
1 億 4,128 万円

(3) 農林産物加工の振興
838 万円

(4) 商工業の振興
1,867 万円

(5) 観光の振興
2,456 万円

(6) 雇用機会の確保
888 万円

(7) 土地利用の推進
1,788 万円

畜産振興	 3,815 万円
農業振興	 9,442 万円
農業施設等の整備	 2,665 万円

林業振興	 1 億 4,128 万円

加工施設等の充実	 838 万円

商工業の振興	 1,867 万円

観光の振興	 149 万円
観光施設等の充実	 2,307 万円

雇用機会の確保	 888 万円

国土調査事業の促進	 1,788 万円

■ 主な事業と予算
　●　農業振興については、新規作目の取り組みを

支援するなど、園芸振興を進めます。また、都
市と農山村の共生・交流を促進するため、農林
体験交流施設を整備します。

　●　畜産振興については、農業生産資材及び配合
飼料の高騰対策に取り組むため、デントコーン
種子助成等により粗飼料基盤の充実を図り、自
給率向上による農家経営の安定対策に努めます。

　●　林業振興については、豊かな森林環境の将来
にわたっての保全と利用拡大を進めます。

　●　商工業の振興については、まちなか活性化協
議会と連携しながら、四季を通じてイベントを
開催するなど活性化を進めます。 「はい、チーズ！」（袖山高原放牧）
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● 新規事業等

自給粗飼料生産拡大モデル事業
　280 万円　　　農林環境エネルギー課

削蹄費助成事業
　400 万円　　　農林環境エネルギー課

体験交流補完施設整備事業
　4,240 万円　　農林環境エネルギー課

乳用牛（初妊牛）導入事業
　250 万円　　　農林環境エネルギー課

お知らせ

～町村合併 55 周年記念事業～

第 54 回岩手県畜産共進会
ホルスタインの部

　岩手県が毎年度開催している「岩手県畜
産共進会ホルスタインの部」が、本年度、
本町で開催されます。

　　○期日 ８月２８日 ( 土 )
　　○場所 くずまき高原牧場

　良質なデントコーンサイレージを生産する
ための作業機械であるラッピングマシーン一
体型の裁断型ロールベーラー（コンビラップ）
を、業者等からレンタルによって畜産農家に
普及させようとするものです。

【事業内容】
　コンビラップを業者等からレンタルする場
合の経費の一部を助成します。

　牛が安定した姿勢と歩行を確保することに
よって、運動器病の予防と健康管理の向上を
図るとともに、生産性の向上と畜産経営の安
定化を図るために、牛の削蹄を推進します。

【事業内容】
　６ヶ月齢以上の乳用牛又は肉用牛を削蹄師
が削蹄した場合に、削蹄費用の一部を助成し
ます。

　「人」・「食」・「動物」・「自然」等、町の持
つ多面的な資源活かした交流体験を提供する
場として昨年度、「くずまき高原牧場」内に
整備した農業体験交流施設の機能を高め、交
流人口の確保等につなげるために隣接地に補
完施設を整備します。

【事業内容】
　町産材を利用したドーム型木造施設
　　２棟 （総面積 743.58㎡）

　町全体として乳用牛の増頭及び生乳生産量
の拡大を図るため、酪農家の初妊牛の導入を
支援します。

【事業内容】
　酪農家が、町外から初妊牛を導入した場合
又は町内の育成農家から初妊牛を導入した場
合に、その導入経費の一部を助成します。

昨年度の岩手県畜産共進会では
八幡勝幸さんが名誉賞を獲得
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作業路開設事業
　468 万円　　　農林環境エネルギー課

農道維持修繕事業
　150 万円　　　　　　　　建設水道課

小田地区耕作道修繕事業
　240 万円　　　　　　　　建設水道課

林道維持修繕事業
　150 万円　　　　　　　　建設水道課

お知らせ
～町村合併 55 周年記念事業～

いわての森林の感謝祭
　森林への理解を深め、情報発信するため
に岩手県などが毎年度開催している「いわ
ての森林の感謝祭」が、本年度、本町で開
催されます。

　○期日 １０月１６日 ( 土 )
　○場所 くずまき高原こいわの森
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

　健全で多面的な機能を発揮する森林の整備
を促進するとともに、成熟する森林資源の循
環的利用を図り地域林業の活性化と持続可能
な林業経営を確立するため、林業基盤の整備
に努めます。

【事業内容】
　町有林：作業路開設 1,500 ｍ
　民有林：作業路開設経費の一部を助成し
　　　　　ます。

　地域の安心と安全な暮らしと農業振興の向
上を図るため、農道の路面及び側溝の修繕を
行います。

【事業内容】
　山岸地区、四日市地区、元木地区の農道路
面の補修と付随する排水路の修繕。

　地域の安心な暮らしと農業振興の向上を図
るため、降雨時の損傷を受ける耕作道及び排
水路の修繕を行います。

【事業内容】
　小田地区の排水路修繕延長 150 ｍと付随
する耕作道延長 150 ｍの修繕

　林業振興の向上を図るため、法面からの崩
落土砂の撤去と腐食した木装橋の修繕を行い
ます。

【事業内容】
　小屋瀬地区林道の崩落土砂の撤去及び老朽
化に伴う木装橋の損傷の修繕

恒例となったまちなかイベントは大盛況です
（薪積み選手権大会）
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若者雇用促進事業
　300 万円　　　　　　　　総務企画課

高齢者雇用促進事業
　400 万円　　　　　　　　総務企画課

中心市街地整備計画策定業務
　100 万円　　　　　　　　総務企画課

林業担い手育成支援事業
　140 万円　　　農林環境エネルギー課

　若年者の雇用の拡大と地元への定着を促進
するため、若年者 (30 歳未満 ) を常用雇用す
る事業主に奨励金を交付します。

【事業内容】
　若年者１人につき、月額５万円を雇用開始
月から 12 ヵ月間交付します。

　高齢者の就労機会の拡大と経済的な自立を
支援するため、高齢者 (60 歳以上 ) を短時間
雇用する事業主に奨励金を交付します。

【事業内容】
　高齢者の労働１時間につき、岩手県最低賃
金の 2/3 に相当する金額 (420 円程度 ) を交
付します。

　観光客や町民が訪れたくなるような魅力あ
る中心市街地の街並み整備を推進するため、
住民参画のもと、公共施設の配置やまちの駅
周辺整備の方向性をとりまとめた中心市街地
の整備計画を策定します。

【事業内容】
　中心市街地整備計画・構想図作成

　町森林組合が林野庁の「緑の雇用担い手対
策事業」を活用し取り組んでいる林業就業希
望者の研修制度と組み合わせる形で、「林業
担い手育成支援事業」を創設し、林業就業希
望者の研修体制の充実強化と雇用や定住支援
対策につなげていきます。

【事業内容】
　町森林組合が林業就業希望者に研修を行っ
た場合、経費の一部を助成します。

まちなか雪だるまコンテストで町長賞を
受賞した（有）葛巻自動車整備工場の作品

第３回目を迎えるまちなか雪合戦大会
（昨年度の大会の様子）
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● 継続して行う事業（主なもの）

グリーンテージ給湯設備整備事業
　2,267 万円　　　　　　　総務企画課

葛巻高原食品センター ボイラー更新事業
　525 万円　　　農林環境エネルギー課

グリーンパーク袖山ハウス長寿命化事業
　273 万円　　　農林環境エネルギー課

森の館ウッディ長寿命化事業
　152 万円　　　農林環境エネルギー課

　平成４年の施設オープンから 17 年が経過
し施設の老朽化が進んでいることから、特に
も老朽化が激しいボイラー等の給湯設備につ
いて、省エネルギー型の設備に更新し、利便
性とサービスの向上に努めます。

【事業内容】
　省エネルギー型給湯設備への更新

　地域資源を活かした町の特色ある産業を振
興するため、昭和 62 年に建設された「葛巻
高原食品センター」のボイラーの更新を
行います。

【事業内容】
　ボイラー更新工事

　平成５年に建設された「グリーンパーク袖
山ハウス」の改修工事を実施し、施設の長寿
命化を図ります。

【事業内容】
　改修工事（外壁の張替等）

　平成元年に建設された「森の館ウッディ」
の改修工事を実施し、施設の長寿命化を図り
ます。

【事業内容】
　改修工事（屋根塗装・雨漏り修繕）

● いわて希望農業担い手応援事業 ･････････････	 990 万円	（農林環境エネルギー課）
● 中山間地域等直接支払制度交付金 ･････････	 1,020 万円	（　　　　〃　　　　）
● ジュニアホルスタインクラブ活動助成 ････････	 35 万円	（　　　　〃　　　　）
● 町有林整備事業 ･･･････････････････････････	 700 万円	（　　　　〃　　　　）
● 間伐材搬出事業 ･･･････････････････････････	 183 万円	（　　　　〃　　　　）
● 造林事業 ( 間伐 ) ･･･････････････････････････	399 万円	（　　　　〃　　　　）
● 再造林事業（ふるさとづくり基金分を含む）･･･	530 万円	（　　　　〃　　　　）
● 森林整備地域活動支援交付金 ･････････････	 2,600 万円	（　　　　〃　　　　）
● 大規模林道受益者助成 ･････････････････････	 680 万円	（　　　　〃　　　　）
● 中山間地域総合整備事業 ･･･････････････････	 313 万円	（　　建設水道課　　）
● 中心市街地活性化事業 ･･････････････････････	200 万円	（　　総務企画課　　）
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Ⅲ 人・文化・交流で元気になる町　19 億 6,617 万円

１ 人と文化を育むまちづくり　7 億 6,615 万円

(1) 教育の充実
6 億 3,739 万円

(2) 生涯学習の充実
7,105 万円

(3) 生涯スポーツ・
　　レクリエーションの推進

5,386 万円

(4) 地域文化の創造　　385 万

小中学校教育の充実	 6 億 1,751 万円
就学前教育の充実	 736 万円
学校保健の充実	 602 万円
高等学校教育の充実	 650 万円

生涯学習環境の整備	 6,494 万円
年代別学習の推進	 611 万円

生涯スポーツ・レクリエーションの充実	 2,096 万円
体育施設等の管理	 3,290 万円

地域文化の創造	 385 万円

■ 主な事業と予算
　●　幼稚園、保育園、小学校の連携を一層促進し、就学前の子どもの育ちを支えるとともに、小学校への

円滑な接続を図ります。
　●　学校教育については、基礎学力の定着を図るとともに、地域の資源を生かした教育を推進します。ま

た、学校施設整備を行い、安心安全な教育環境の充実を目指します。
　●　高等学校教育の振興については、生徒の通学助成事業及び魅力ある学校づくり事業に重点を置いた助

成を行います。
　●　生涯学習については、町民が心豊かで充実した人生を送るため、生涯の各時期における学習課題に応

じた事業を展開し、生涯学習の効果的推進を図ります。

● 新規事業等

小学校施設整備事業
　500 万円　　　　　　　　教育委員会

小学校施設維持修繕事業
　684 万円　　　　　　　　教育委員会

　平成 23 年度に建設を予定している葛巻小
学校屋内プールの実施計画を策定します。

【事業内容】
　葛巻小学校屋内プール設計業務

　老朽化の著しいプールろ過装置の修繕工事
と小学校屋内運動場の屋根塗装を行います。

【事業内容】
　葛巻小学校プールろ過装置修繕
　小屋瀬農村センタープールろ過装置修繕
　吉ヶ沢小学校屋内運動場屋根塗装工事
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葛巻小学校屋内運動場整備事業
　3 億 4,448 万円　　　　　教育委員会

吉ヶ沢小学校外構整備事業
　182 万円　　　　　　　　教育委員会

中学校施設維持修繕事業
　470 万円　　　　　　　　教育委員会

葛巻中学校外構整備事業
　600 万円　　　　　　　　教育委員会

サブセンター等改修事業
　519 万円　　　　　　　　教育委員会

　平成 19 年度の耐震診断結果を受け、葛巻
小学校屋内運動場の全面改築を行います。

【事業内容】
　葛巻小学校屋内運動場建設 1,197.47㎡

　老朽化した学校敷地内の湧水処理排水路を
改修することにより、安全・安心な学校環境
づくりを推進します。

【事業内容】
　学校敷地内排水路改修Ｌ＝ 73.8 ｍ

　葛巻中学校太陽光発電システムの修繕工
事、防護ネット工事を行います。
　また、江刈中学校屋内運動場屋根塗装工事
を行います。

【事業内容】
　葛巻中学校太陽光発電システム修繕工事及
び防護ネット設置工事
　江刈中学校屋内運動場屋根塗装工事

　葛巻中学校屋内運動場周辺の環境整備を行
い、安全・安心な学校環境づくりを推進しま
す。

【事業内容】
　葛巻中学校屋内運動場周辺外構工事

　子どもから高齢者まで安心で利用しやすい
施設とするために、施設の改修、修繕を行い
施設の延命化に努めます。

【事業内容】
　バリアフリー化 ４施設
　小破修繕 ９施設

タスキをつないで町を駆け抜ける子どもたち
（町民駅伝継走大会）
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● 継続して行う事業（主なもの）

地区センター水環境整備事業
　2,203 万円　　　　　　　教育委員会

社会体育館改修事業
　800 万円　　　　　　　　教育委員会

沖縄県北中城村との給食食材交流事業
　32 万円　　　　　　　　　教育委員会

　地区サブセンター等に合併処理浄化槽によ
るトイレの水洗化と排水処理施設整備を行い
快適なコミュニティ推進の場を提供します。

【事業内容】
　トイレの水洗化工事
　サブセンター等 11 施設

　町の生涯スポーツの実践拠点施設として安
全かつ快適に、よく多くの町民などが利用で
きるよう環境を整備します。

【事業内容】
　障害者用スロープの改修、自動ドアの設置
等

　姉妹町村である沖縄県北中城村と本町の食
材交流を行い、学校給食で使用することによ
り、お互いの食文化の理解を深めます。

【事業内容】
　学期ごとの年３回、特徴のある食材を交換
し、学校給食に提供します。

● 心の教室相談員設置事業 ･････････････････････････････	 96 万円	（教育委員会）
● 特別支援教育支援員設置事業 ･････････････････････････	121 万円	（　　〃　　）
● 高等学校教育振興協議会助成 ･････････････････････････	650 万円	（　　〃　　）
● 青少年健全育成事業 ･････････････････････････････････	 45 万円	（　　〃　　）
● 俳句で文化の薫る町づくり実行委員会助成 ･････････････	130 万円	（　　〃　　）
● 放課後子ども教室推進事業 ･･･････････････････････････	122 万円	（　　〃　　）

町内中学校と沖縄県北中城中学校との交流
（北中城村にて）
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２ 交流を広げ、誇りを持って情報発信するまちづくり　12 億 2 万円

(1) 交通・通信ネットワーク
　の整備　　　　12 億 2 万円

(2) 交流・連携の推進

道路交通網の整備	 3 億 155 万円
バス交通対策の推進	 285 万円
地域情報化の推進	 8 億 9,562 万円

交流・連携の推進

■ 主な事業と予算
　●　町道整備については、渋谷地線１路線を継続し、新たに小屋瀬塚森線ほか８路線に着手します。
　　　また、道路維持修繕事業・安全施設設置事業・橋梁長寿命化事業を実施し計画的な維持管理に努めま

す。除雪体制も国県道路線交換等を進め効率的な計画を立案し住民サービスの拡充に努めます。
　●　バス交通対策については、引き続き関係町村と連携しながら路線維持に努めます。

● 新規事業等

町道小屋瀬塚森線改良事業
　2,840 万円　　　　　　　建設水道課

町道佐ノ渡線改良事業
　2,840 万円　　　　　　　建設水道課

町道江刈保育園線改良事業
　1,420 万円　　　　　　　建設水道課

町道塚ノ沢線改良事業
　760 万円　　　　　　　　建設水道課

　国道 281 号を起点に沿線の小屋瀬地区を
通り、終点に位置する塚森高原とを結ぶ道路
です。塚森高原には酪農を営む農家が点在し、
生活面・産業面の両面から欠くことのできな
い道路で、スクールバス路線としての役割も
担う重要な道路です。

【事業内容】
　近年、集乳用車両や農業用機械の大型化に
伴い、車両間の擦れ違い困難から、待避所等
を確保し走行性の充実を図ります。

　幹線町道と道路終点部に位置する内ケ沢集
落とを結ぶ唯一の重要な生活道路です。
　道路沿線には山林が連なり管理用道路とし
ての利用も多く、隣村道路へのアクセスを担
う交流ネットワーク形成型道路としての役割
も兼ねる道路です。

【事業内容】
　近年、路面の損傷が著しく、路側の素堀側
溝の排水能力も低下しているため、側溝と路
面を整備し走行性の充実を図ります。

　将来を担う子どもたちが通園する江刈保育
園と点在する民家とを結ぶ唯一のアクセス道
路であり、道路沿線に臨む水田へのアクセス
など農道的な役割も担う道路です。近年、車
両での送迎が主流であり、狭隘道路から車両
間の接触事故等が懸念されています。

【事業内容】
　道路の拡幅を行い砂利道から舗装道路に整
備し、車両の走行性を高め車両及び歩行者の
安全確保を図ります。

　路線沿線に点在する住居と幹線町道とを結
ぶ唯一の重要な生活道路です。また、沿線に
は酪農の粗飼料収穫のための農地が広がり、
農道的な役割を担う比較的に利用頻度が高い
道路ですが、冬期間はスリップ等車両通行に
支障を来すなど、走行時のトラブル発生が懸
案となっています。

【事業内容】
　現道拡幅を図るため、路側の素堀側溝を整
備し走行性の充実を図ります。



− 21 − − 22 −

町道長路２号線改良事業
　2,870 万円　　　　　　　建設水道課

町道鴨川線改良事業
　480 万円　　　　　　　　建設水道課

町道五日市袖山線歩道整備事業
　400 万円　　　　　　　　建設水道課

町道維持修繕事業
　1,400 万円　　　　　　　建設水道課

町道三巣子本木線改良事業
　950 万円　　　　　　　　建設水道課

　幹線町道から分岐し農地や公葬地にアクセ
スする道路です。当地区は平成 21 年度に土
石流危険箇所に指定されました。これにより
災害発生した場合の被害範囲は、町道馬渕線
全線が想定されるため、代替路線として不可
欠な道路に位置づけられます。

【事業内容】
　現道の拡幅を行い砂利道から舗装道路に整
備し、走行性・利便性の向上から車両の円滑
な走行と安全確保を図ります。

　国道 281 号を起点に路線沿線に点在する
田子地区とを結ぶ唯一の重要な生活道路で
す。近年、住宅新築が進み併せて交通量も増
加傾向にありますが、狭隘な道路のため車両
間及び車両と歩行者間の交通事故等発生が懸
念されています。

【事業内容】
　路線の狭隘区間について車両間の擦れ違い
が可能となるよう拡幅を行い、利便性の向上
から車両の安全確保を図ります。

　国道 340 号を起点に沿線に位置する五日
市小学校や五日市保育園、更には町唯一の採
石工場にアクセスする道路です。路線は工場
の立地などから比較的に大型車両の通行が多
く、通学時や通園時の学童等歩行者の安全確
保が懸念されています。

【事業内容】
　歩道の整備を行い、車道と歩道とを分離す
ることにより、通行する学童や一般歩行者の
快適性と安全確保を図ります。

　各種産業の基盤となる町道は、住民生活に
密着した欠くことのできない重要な生活道路
であり、国県道へのアクセスや多様な流通路
線としてのニーズも担うかけがえのない不可
欠な道路です。しかし、厳しい社会情勢の影
響を受け、理想的な維持管理の確保が懸念さ
れています。

【事業内容】
　道路付属施設や路面の損傷箇所を修繕し車
両の安全な走行確保を図ります。

　町道間の連絡道路ですが、西里地区と本木
地区との集落間のアクセス路線であり、比較
的に交通量の多い道路です。しかし、道路は
砂利道且つ狭隘であることから脱輪等による
事故が発生している状況であり、重大事故発
生が懸念されています。

【事業内容】
　現道の拡幅を行い砂利道から舗装道路に整
備し、走行性・利便性の向上から車両の円滑
な走行と安全確保を図ります。平成 21 年度に改良工事が行われた町道町裏線
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● 継続して行う事業（主なもの）

町道安全施設設置事業
　200 万円　　　　　　　　建設水道課

町道橋りょう長寿命化事業
　2,800 万円　　　　　　　建設水道課

公共施設等テレビデジタル化事業
　1,550 万円　　　　　　　総務企画課

地域情報化基盤整備事業
　8 億 7,000 万円　　　　　企画推進課

　町の主要公共施設を取り巻く町道では、近
年増加の一途を辿る通行車両と歩行者間での
交通事故発生が懸念されています。特にも交
差点における出会い頭の事故が時折発生し、
重大事故発生の防止が求められています。ま
た、管理瑕疵の面からも早急な安全対策が望
まれています。

【事業内容】
　交差点等を中心とした安全施設の設置を行
い、交通事故発生の防止を図ります。

　当町の 15 ｍ以下の橋梁は、昭和 30 年代
～ 40 年代に架設されたものが比較的多く、
一斉に老朽の危機を迎えようとしている現状
です。特にも早急な補修が必要と判断される
橋梁について、補修等対策を進め適切な維持
管理を行います。

【事業内容】
　橋梁側面のコンクリート剥離部や鉄筋の露
出部等の補修を行い、橋梁の劣化を防止する
ことにより長寿命化を図ります。

　平成 23 年７月 24 日の地上デジタル放送
完全移行に向け、防災拠点となる施設（地区
センター、屯所など）、住民サービス上必要
な施設（町総合センター、グリーンテージ、
ほすなある）などの公共施設等のテレビをデ
ジタル放送対応型に更新します。

【事業内容】
　デジタル対応テレビ 130 台
　既設テレビ撤去 130 台
　宅内配線工事 １施設

　平成 20 年度に整備した地域イントラネッ
ト基盤を活用し、地上デジタル放送の再送信、
自主放送サービスの提供、高速ブロードバン
ド利用可能環境の構築など加入者向けサービ
スのための基盤整備を行います。

【事業内容】
　受信アンテナ設置、ヘッドエンド設置、光
電変換装置、光成端架、線路整備・伝送設備、
センター施設、局舎施設、電源供給施設、ス
タジオ施設、管理測定装置など

● 町道渋谷地線道路改良事業 ････････････････････････	 1,420 万円	（建設水道課）
● 広域生活バス路線運行維持対策 ･･････････････････････	285 万円	（総務企画課）
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Ⅳ 幸せ実感の仕組みづくり　6,173 万円

１ 協働のまちづくり　6,173 万円

(1) 住民参画の推進1,143 万円

(2) 行政情報の共有3,374 万円

(3) 地区 ( 集落 ) 単位のまちづ
　くり　　　　　　1,630 万円

(5) 各種地域組織の活動支援
26 万円

住民参画の推進	 1,143 万円

行政情報の共有	 3,374 万円

自治会活動の充実	 1,630 万円

各種地域組織の活動支援	 26 万円

■ 主な事業と予算

　● 新規事業等

協働のまちづくり事業費補助金（拡充）
　900 万円　　　　　　　　総務企画課

　地域の特性を生かした個性的な事業を行
い、潤いのある地域づくりを推進するため、
４つのメニューにより、各種事業の経費の一
部を助成します。
　・ 結いの再生
　・ 協働のまちづくり
　・ コミュニティ活性化
　・ 特認・基盤整備
　また、今年度は補助要件・予算額を拡充し、
自治会活動などの活性化に努めます。 結いの再生事業「星野夏まつり」

（星野自治会）

● 継続して行う事業（主なもの）

● 自治会活動交付金 ････････････････････････････････	 1,630 万円	（総務企画課）
　・ 自治会運営交付金
　・ 地域活動事業交付金
　・ 町有財産維持管理経費
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Ⅴ 町村合併 55 周年記念事業　515 万円

Ⅵ その他の行政業務　16 億 7,123 万円

町村合併 55 周年記念事業
515 万円

行政運営、賦課徴収、戸籍、
選挙、町債の返済などで、総
合計画の体系に分類できない
業務　　　　16 億 7,123 万円

記念式典	 150 万円
ラジオ公開録音と
　　　　町のプロモーションビデオ作成	 220 万円
岩手県畜産共進会	 30 万円
町ホルスタイン・和牛共進会	 35 万円
いわての森林の感謝祭	 60 万円
スポーツ実技教室	 20 万円

公債費	 9 億 7,251 万円
総務、企画、統計	 5 億 3,013 万円
税務、戸籍	 6,850 万円
議会、選挙、監査	 7,305 万円
その他	 2,704 万円

■ 主な事業と予算
　●　葛巻町合併 55 周年記念事業を開催します。
　　・ ＮＨＫラジオ公開録音（５月 14 日）
　　・ 記念式典（７月 15 日）
　　・ 岩手県畜産共進会ホルスタインの部
　　　　　　　　　　　　　　　　　（８月 28 日）
　　・ いわての森林の感謝祭（10 月 16 日） 等

■ 主な事業と予算
　●　参議院議員通常選挙を執行します。
　●　平成 22 年度国勢調査を実施します。
　●　低公害車等導入推進事業として、公用車を

１台導入します。
　●　緊急雇用創出事業として８事業 20 人を雇

用します。
　　・ 地域情報化事務（１人）
　　・ 固定資産事務（４人）
　　・ 町有林環境整備（２人）
　　・ 町道環境整備（６人）
　　・ 文化財事務（２人）
　　・ 公民館図書事務（２人）
　　・ 体育施設環境整備（２人）
　　・ 水道事業所事務（１人）

葛巻町合併 50 周年記念式典 功労者表彰

参議院議員選挙は今年の夏に予定されています
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平成 20 年度 まちの 決算 の状況

■歳入歳出決算額
　平成 20 年度の町の決算総額は、歳入総額 83 億 7,313 万円に対し、歳出総額 78 億 354 万円で、歳入
歳出差引額は 5 億 6,959 万円（実質収支等は 3 億 8,381 万円）となっています。
　また、歳入総額を前年度と比較すると、15 億 2,701 万円（▲ 15.4 パーセント）の減、歳出総額を前年
度と比較すると、18 億 160 万円（▲ 18.8 パーセント）の減となっています。

会　　計　　名 平成 20 年度
当初予算額

平成 20 年度
歳入決算額

平成 20 年度
歳出決算額 歳入歳出差引額

一 　 　 般 　 　 会 　 　 計 48億1,766万円 55億5,344万円 51億5,551万円 3億9,793万円

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険事業勘定 10億7,910万円 11億6,160万円 11億 722万円 5,438万円

簡 易 水 道 事 業 3億5,975万円 3億8,996万円 3億7,861万円 1,135万円

老　　人　　保　　健 2億4,910万円 1億7,882万円 1億 977万円 6,905万円

農 業 集 落 排 水 事 業 2億 795万円 2億1,663万円 2億1,044万円 619万円

後期高齢者医療事業 6,958万円 6,472万円 6,408万円 64万円

国民健康保険病院事業会計 8億4,015万円 8億 796万円 7億7,791万円 3,005万円

合　　　　　　　計 76億2,329万円 83億7,313万円 78億 354万円 5億6,959万円

当初予算額

歳入決算額 

歳出決算額 

一般会計　48億1,766万円 

一般会計　55億5,344万円 

一般会計　51億5,551万円 

国民健康 
保険事業 

10億7,910万円 

簡易水道事業 
3億5,975万円

老人保健 
2億4,910万円

農業集落排水事業 
2億795万円 

後期高齢者医療事業 
6,958万円 

簡易水道事業 
3億8,996万円  

老人保健 
1億7,882万円 

国民健康 
保険事業 

11億6,160万円  

国民健康 
保険事業 

11億722万円 

簡易水道事業 
3億7,861万円  

老人保健 
1億977万円 

農業集落排水事業
2億1,663万円

後期高齢者医療事業
6,472万円 

農業集落排水事業 
2億1,044万円 

後期高齢者医療事業 
6,408万円 

病院事業会計
8億 
4,015万円

病院事業会計 
8億 
796万円 

病院事業会計 
7億 
7,791万円  
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●歳入決算額（平成 19 年度対比）

●歳出決算額（平成 19 年度対比）

会 計 名 平成 20 年度 平成 19 年度 増　減　額（伸率）

一 　 　 般 　 　 会 　 　 計 55億5,344万円 62億7,291万円 ▲ 7億1,947万円（▲ 11.5％）

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険事業勘定 11億6,160万円 11億8,024万円 ▲ 1,864万円（▲ 1.6％）

簡 易 水 道 事 業 3億8,996万円 4億9,801万円 ▲ 1億 805万円（▲ 21.7％）

老　　人　　保　　健 1億7,882万円 9億3,993万円 ▲ 7億6,111万円（▲ 81.0％）

農 業 集 落 排 水 事 業 2億1,663万円 2億 466万円 1,197万円（　 5.8％）

後期高齢者医療事業 6,472万円 － 6,472万円（  皆   増  ）

国民健康保険病院事業会計 8億 796万円 8億 439万円 357万円（　 0.4％）

合　　　　　　　計 83億7,313万円 99億　 14万円 ▲15億2,701万円（▲ 15.4％）

会 計 名 平成 20 年度 平成 19 年度 増　減　額（伸率）

一 　 　 般 　 　 会 　 　 計 51億5,551万円 60億5,526万円 ▲ 8億9,975万円（▲ 14.9％）

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険事業勘定 11億 722万円 11億6,110万円 ▲ 5,388万円（▲ 4.6％）

簡 易 水 道 事 業 3億7,861万円 4億8,376万円 ▲ 1億 515万円（▲ 21.7％）

老　　人　　保　　健 1億 977万円 9億1,270万円 ▲ 8億 293万円（▲ 88.0％）

農 業 集 落 排 水 事 業 2億1,044万円 1億9,903万円 1,141万円（　 5.7％）

後期高齢者医療事業 6,408万円 － 6,408万円（  皆   増  ）

国民健康保険病院事業会計 7億7,791万円 7億9,329万円 ▲ 1,538万円（▲ 1.9％）

合　　　　　　　計 78億 354万円 96億 514万円 ▲18億 160万円（▲ 18.8％）

 

55億5,344万円 

62億7,291万円 

一般会計 特別会計 病院 
会計 

平成 20年度 

平成19年度 国民健康保険事業 
11億8,042万円 

簡易水道事業 
3億8,996万円

国民健康保険事業
11億6,160万円

簡易水道事業 
4億9,801万円 

老人保健 
1億7,882万円

老人保健 
9億3,993万円 

農業集落排水事業 
2億1,663万円  

農業集落 
排水事業 
2億466万円 

後期高齢者医療事業 
6,472万円 

8億 
796万円 

8億 
439万円 

 

51億5,551万円 

60億5,526万円 

一般会計 特別会計 
病院 
会計 

平成20年度 

平成19年度 国民健康保険事業 
11億6,110万円  

国民健康保険事業 
11億722万円

7億 
7,791万円 

7億 
9,329万円 

農業集落 
排水事業 
1億9,903万円 

簡易水道事業 
4億8,376万円 老人保健 

9億1,270万円 

簡易水道事業
3億7,861万円 

老人保健 
1億977万円

農業集落排水事業
2億1,044万円 

後期高齢者医療事業
6,408万円 
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■一般会計歳入歳出決算額の推移
　平成 20 年度の町の一般会計決算額は、歳入が 55 億 5,344 万円（前年度比 7 億 1,947 万円、11.5 パー
セント減）、歳出が 51 億 5,551 万円（前年度比 8 億 9,975 万円、14.9 パーセント減）となり、歳入歳出
差引額は 3 億 9,793 万円（前年度比 1 億 8,028 万円、82.8 パーセント増）の黒字となっています。

　●歳入決算額の推移

　●歳出決算額の推移

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

依存財源 

その他 
依存財源 

町 債 

地方 
交付税 

自主財源 

町 税 

その他 
自主財源 

（単位：億円） 72.0 71.2 73.7

62.8 
55.2 57.4 

62.8 
55.5 

10.2 

13.5 

36.3 

7.2 
4.8 

11.5 

12.4 

34.0 

8.6 

4.7 

22.0 

10.8 

31.9 

4.5 
4.5 

15.8 

6.2 

30.0 

5.9 
4.9 

10.0 

4.7 

30.4 

5.2 
4.9 

9.1 

5.8 

30.8 

7.1 
4.6 

16.7 

4.3 

30.8 

5.9 
5.1 

9.0 

4.9 

31.2 

5.4 
5.0 

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

その他の 
経  費 

物件費 

義務的経費 

その他 
義務的 
経 費 

人件費 

公債費 

55.4 
51.6 

64.9 
69.9 71.9 

61.3 
53.8 

11.7 

16.0 

12.8 
15.6 

13.2 

13.1 

13.2 

11.2 

5.1 

7.6 7.6 
6.9 

6.2 

5.7 

17.6 

7.2 

16.7 19.0 
24.2 

14.8 
7.9 

2.8 
3.4 

2.2 2.3 2.8 2.9 2.9 
6.6 

10.3 
12.1 12.1 11.8 11.5 11.7 

5.5 

9.6 13.5 13.3 13.0 12.8 12.4 

投資的経費 

その他 60.6 

14.3 

5.4 

15.3 

3.4 

11.4 

10.8 

（単位：億円） 
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■町債現在高の推移
　町の借金である町債の平成 21 年度末の現在高総額（見込み）は、一般会計、特別会計を合わせて 96 億
5,000 万円で、前年度に比較して 4 億 1,000 万円（4.1 パーセント）の減となる見込みです。

■基金残高の推移
　町の貯金である基金の平成 21 年度末の残高総額（見込み）は 16 億 9,486 万円で、前年度に比較して
4 億 5,123 万円（36.3 パーセント）の増となる見込みです。

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

※ H21 ・H22は見込み 

町 債 

特別会計 

一般会計 

121.3 

30.2 

91.1 

（単位：億円） 123.1 

29.5 

93.6 

120.8 

26.1 

94.7 

118.5 

27.2 

91.3 

112.5 

26.6 

85.9 

109.3 

27.3 

82.0 

104.5 

28.2 

76.3 

100.6 

28.5 

72.1 

96.5 

28.1 

68.4 

91.4 

27.7 

63.7 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21
※ H21は見込み 

基 金 

町債減債 
基  金 

そ の 他 
特定目的 
基  金 

地 域 
づ く り 
振興基金 

財政調整
基  金 

8.2 8.8 

6.7 7.1 6.5 7.0 6.2 

8.7 

12.4 

16.9 （単位：億円） 

公共施設
等 整 備 
基    金 

2.6 

2.0 

1.5  

2.1 

2.6 

2.4 

1.5  

2.3 

2.5 

2.0 

1.1  
1.1 

2.6 

1.7 

1.2  

1.6 

2.4 

1.1 
0.7 

2.3 

2.4 

1.0 
0.8 

2.7 

2.2 

1.0 
1.4  

1.6 

2.1 

1.1 

1.5  

4.0 

1.9 

2.2 

2.1 

6.2 

2.1 

3.5 

2.0 

3.1 

6.2 
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■一部事務組合及び第三セクターの状況（平成 20 年度）

　●関係する一部事務組合等の財政状況

■まちの財政の状況
　●財政指標

歳 入 歳 出 形式収支 実質収支

盛岡地区広域行政事務組合 5,488 5,447 41 41

盛岡北部行政事務組合 5,398 5,290 109 108

岩手県市町村総合事務組合 17,093 15,885 1,208 1,208

岩手県自治会館管理組合 56 51 5 3

岩手県後期高齢者医療広域連合 118,236 114,698 3,538 1,562

（単位：百万円）

（単位：百万円）

形式収支 ･･･ 歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた額
実質収支 ･･･ 形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源額を差し引いた額

経常損失 ･･･ 営業収益及び営業外収益から、営業費用及び営業外費用を控除した額。
損失補償 ･･･ 第三セクターが金融機関から融資を受ける場合に、出資している地方公共団体が融資
　　　　　　を行う金融機関と損失補償契約を結ぶこと。

　●地方公社・第三セクター等の経営状況及び町の財政支援の状況

経常損益 純 資 産 町からの
出 資 金

町からの
補 助 金

町からの
損失補償
債務残高

（社）葛巻町畜産開発公社 ▲ 30 321 189 7 384

葛巻高原食品加工（株） 0 190 40 − 160

（株）グリーンテージくずまき 0 23 20 − −

エコ・ワールドくずまき風力発電所（株） 0 ▲ 157 3 − −

葛巻町森林組合 4 111 27 − 50

平成 20 年度
決算

平成 19 年度
決算 差　引 早期健全化

基準
財政再生

基準

実 質 赤 字 比 率 −（赤字なし） −（赤字なし） − 15.0 20.0

連結実質赤字比率 −（赤字なし） −（赤字なし） − 20.0 40.0

実 質 公 債 費 比 率 16.8 17.5 ▲ 0.7 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 65.6 131.6 ▲ 66.0 350.0

財 政 力 指 数 0.17 0.17 0.00

経 常 収 支 比 率 88.6 91.9 ▲ 3.3
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●実質赤字比率
　　一般会計における赤字の程度を指標化して、財政運営の深刻度を示す比率です。実質赤字比率が生じた

場合（マイナスとなった場合）には、赤字の解消を図る必要があります。
　　町の平成 20 年度決算において、一般会計に実質赤字額は生じていませんので、実質赤字比率はありま

せん。

●連結実質赤字比率
　　全ての会計における赤字の程度を指標化して、財政運営の深刻度を示す比率です。連結実質赤字比率が

生じた場合（マイナスとなった場合）には、赤字の早期解消を図る必要があります。
　　町の平成 20 年度決算において、いずれの会計にも実質赤字額は生じていませんので、連結実質赤字比

率はありません。

●実質公債費比率
　　借入金の返済額とこれに準じる額の大きさを指標化して、資金繰りの危険度を示す比率です。実質公債

比率の早期健全化基準は 25％ですが、18％を超えると起債に対して都道府県からの許可が必要となりま
す。

　　町の平成 20 年度における実質公債比率は 16.8％で、前年度と比較して 0.7 ポイント低くなっています。

●将来負担比率
　　一般会計における将来負担見込額（借入金の残高、公益企業の借入金の繰入見込額、退職手当負担見込額、

第三セクターの負債額等）を指標化して、将来の財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す比率です。
　　町の平成 20 年度における将来負担比率は 65.5％で、前年度と比較して 66.0 ポイント低くなっていま

す。

●財政力指数
　　財政力の過去３カ年間の平均値をいい、財政力を示す指数として用いられる数値で、財政力指数が「１」

に近いほど財政力が強いとみることができます。
　　　・財政力…基準財政収入額の基準財政需要額に対する割合
　　　・基準財政収入額…通常標準的に徴収しうるであろうと考えられる税収入
　　　・基準財政需要額…合理的で妥当な水準で行政活動を行っていくために必要な財政需要
　　町の平成 20 年度の財政力指数は 17.0 で、前年度と同じでした。

●経常収支比率
　　使い道が特定されていない経常的に収

入される財源のうち、人件費、扶助費、
公債費のように経常的に支出される経費
に割り当てられる財源の比率で、比率が
低くなるほど財政構造が弾力的であるこ
とを示しています。

　　町の平成 20 年度の経常収支比率は
88.6 パーセントで、前年度と比較して
3.3 ポイント低くなりました。

80.0

82.0

84.0

86.0

88.0

90.0

92.0

94.0

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

葛巻町 
県平均 

84.6 

87.9 

85.0 

90.7 

89.0 

92.9

89.2 

92.9 

89.8 

91.9 

89.5 

91.9 

88.6 

88.0 
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平成 20 年度 まちの 職員給与等 の状況

■給与等の支給状況
　平成 20 年度に職員（三役を含む。）に支給された給料額は 6 億 5,741 万円、各種手当総額は 3 億 5,738
万円、総額 10 億 9,029 万円で、前年度に比較して 7,188 万円の減となっています。

■時間外勤務手当の支給状況
　平成 20 年度に支給された時間外勤務手当額は 1,522 万円で、前年度に比較して 93 万円の増となってい
ます。（平成 19 年度の選挙関連時間外手当を含めると 809 万円の減となります。

区　分 特　別　職 一般行政職 労　務　職 医　療　職 医　師　職 合　　計
給 料 額 2,105万円 3億7,595万円 6,391万円 1億9,127万円 523万円 6億5,741万円
手当総額 684万円 1億9,422万円 2,999万円 1億 384万円 2,249万円 3億5,738万円
合　　計 2,789万円 5億7,017万円 9,390万円 2億9,511万円 2,772万円 10億1,479万円

　●給与等支給額の推移

　●時間外勤務手当支給額の推移

区　　分
平成20年度 平成19年度

人　数 時　間 支給額 人　数 時　間 支給額
一般会計 50人 4,890時間 1,175万円 111人 4,723時間 1,054万円
国保会計 2人 60時間 14万円 3人 190時間 48万円
簡水会計 3人 607時間 156万円 3人 484時間 140万円
病院会計 35人 633時間 177万円 42人 561時間 187万円
合　　計 90人 6,190時間 1,522万円 159人 5,958時間 1,429万円
選　　挙 － － － 88人 3,627時間 902万円

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

14.7 14.6 14.1 13.4 12.9 12.2 11.6 11.0 10.1 

（単位：億円） 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

4.6 
4.2 3.9 

3.1 
2.3 2.0 

1.5 1.4 1.5 

（単位：千万円） 
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まちの 行政改革 の取組状況

■第４次行政改革大綱の数値目標の実施状況
　●職員数の削減
　　　平成 22 年４月１日現在の町の職員数は 150 人で、平成 17 年４月１日現在の職員数と比較して 43

人（22.3 パーセント）の減となっており、平成 22 年４月１日現在の数値目標 152 人（21.2 パーセン
ト減）を達成しています。

　●地方債残高の削減
　　　平成22年３月31日現在の町の地方債残高は68億4,408万円ですが、目標設定時に想定していなかっ

た平成 17 年度以降に発行した臨時財政対策債を除いた地方債残高は 60 億 2,675 万円で、平成 17 年
３月 31 日現在の地方債残高 91 億 3,074 万円と比較して 31 億 399 万円（34.0 パーセント）の減となっ
ており、平成 22 年３月 31 日現在の数値目標 64 億円（30.0 パーセント減）を達成しています。

　※　臨時財政対策債とは、国が臨時に制度化した起債で、後年度に国から全額交付されるため、町の負担
のない起債をいいます。

　町が第４次行政改革大綱と行政改革推進実施計画（実施計画：93 項目、計画期間：平成 17 年度から平
成 21 年度までの５年間）に基づき推進してきた行政改革の取組状況をお知らせします。

H17.4.1
職員数

数値目標 増減実績
H22.4.1
職員数

対H17.4.1
増減数

対H17.4.1
増減率

H22.4.1
職員数

対H17.4.1
増減数

対17.4.1
増減率 進捗率

193 人 152 人 ▲ 41 人 ▲ 21.2％ 150 人 ▲ 43 人 ▲ 22.3％ 104.9％

H17.3.31
地方債残高

数値目標 増減実績
H22.3.31
地方債残高

対H17.3.31
増減額

対H17.3.31
増減率

H22.3.31
地方債残高

対H17.3.31
増減額

対H17.3.31
増減率 進捗率

91億
3,074万円

64億
万円

▲27億
3,074万円 ▲30.0％ 60億

2,675万円
▲31億

399万円 ▲34.0％ 113.3％

臨時財政対策債を加えた地方債残高 68億
4,408万円

▲22億
8,666万円 ▲25.0％ 83.3％

H17 H18 H19 H20 H21 H22

193 187 
173 179 171 

156 

193 185 

152 150 
161 163 

（単位：人） 

H16 H17 H18 H19 H20 H21

91.3 
3.9 

6.3 91.3 
2.1 

8.1 5.2 

64.0 60.3 65.8 71.1 78.1 83.8 

臨時財政対策債 （単位：億円） 
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■行政改革推進実施計画全体の財政効果
　　　行政改革推進実施計画に基づき、全庁をあげて取り組んでいますが、平成 17 年度～平成 20 年度の

４年間で約 13 億 7,700 万円の財政効果がありました。

■行政改革推進実施計画全体の実施状況
　　　平成 17 年度～平成 21 年度の５年間の行政改革推進実施計画の実施状況は次のとおりです。

年　　　　度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 合　　　　計
歳　　　　入 400万円 1,300万円 3,600万円 2,300万円 7,600万円

歳  

出
人 件 費 削 減 7,700万円 1億1,800万円 2億2,200万円 2億4,600万円 6億6,300万円
そ の 他 の 経 費 5,300万円 1億1,100万円 1億2,200万円 1億5,100万円 4億3,700万円

投資的経費の見直し 3,000万円 4,200万円 6,700万円 6,200万円 2億0,100万円
合　　　　計 1億6,400万円 2億8,400万円 4億4,700万円 4億8,200万円 13億7,700万円

行政改革推進実施計画 項目数
①

内　　　　　　　　　　　　訳
実施率％
（注）実　施

②
一部実施

③
準備・
検討中

未着手
未達成

平成 21 年度までに実施
すべきとした項目 93 66 7 15 5 74.7

（注）実施率＝（②＋③÷２）÷①

■項目別の実施状況
１ 町民との協働によるまちづくりの推進

１ 町政懇談会の実施

４ 審議会委員等の公募制導入

７ 町民満足度の調査

２ 行政情報提供の充実

５ 審議会等への女性登用

３ 財務情報の提供

６ パブリックコメント制度導入

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 ○ □ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → →
実績 ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 ▲ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 △ □ □ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → →
実績 □ □ □ □

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ □ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 ▲ ○ → →

【凡例】
　○：実施　　　　　　□：一部実施
　△：準備・検討中　　▲：未着手・未達成
　→：継続

　(1) 情報提供の推進

　(2) 町民の参画機会の拡充
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２ 変革の時代に対応できる効率的な行政基盤の確立

８ 協働のまちづくり推進指針の
策定

15 役場組織・機構の見直し

21 定員適正化計画の見直し
　　　　上段：削減数 下段：総数

11 自治会連合組織の結成支援

18 行政連絡員の廃止

24 職員給料の特例減額の実施

27 時差出勤制度・フレックスタ
イムの本格導入

14 自治基本条例の制定

12 協働のまちづくり推進のため
の庁内体制の構築

19 法令に基づかない委員等の
廃止統合

25 ３役給料の特例減額の実施

28 臨時職員等の公募・登録制の
導入

13 地域通貨制度の導入

20 特別職の定数、報酬の見直し

26 勧奨退職制度の活用

29 多様な雇用システムの導入

９ 協働のまちづくり協議会（仮
称）の設置

16 議会議員定数の見直し

22 給与制度の見直し

10 地域担当職員制度の整備

17 農業委員定数の見直し

23 職員手当の見直し

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → → →
実績 ○ → → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21

計画 8
193

6
187

8
179

8
171

8
163

実績 ⑧
193

⑧
185

⑫
173

⑫
161

⑤
156

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 △ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 △ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○
実績 ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 △ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○
実績 △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 △ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 ○ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○
実績 ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 △ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ ○ →
実績 △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 ▲ □ □ □

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 △ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 決定 ○ → →
実績 決定 ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 △ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 △ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 決定 ○ → → →
実績 決定 ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 △ ▲ ▲ ▲ ▲

　(3) 町民と行政との協働の推進

　(1) 組織機構の見直し

　(2) 職員の定員管理と給与の適正化
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30 福利厚生事業の見直し 31 定員・給与等の状況の公表

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 △ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ → → →
実績 ○ ○ → → →

32 人材育成基本方針の見直し

37 行政評価システムの導入検討

40 口座振替制度の推進

43 委託業務等の直営化等による
コスト縮減の推進

46 民間委託推進ガイドラインの
策定

49 公共工事のコスト縮減

52 学校の適正配置

35 職員のボランティア活動の奨
励

36 職員提案制度の見直し

33 職員研修の充実

38 総合窓口業務の拡大・充実

41 地球温暖化防止率先実行計画
の推進

44 保守点検業務等の一括契約の
推進

47 役場内事務事業の委託の推進

50 小規模な維持修繕工事等の施
工

53 保育所の適正配置

34 人事評価システムの検討

39 補助金・負担金審査委員会の
設置

42 庁内文書のペーパーレス化の
推進

45 公共施設の指定管理者制度の
推進

48 公共事業費の抑制

51 入札制度の見直し

54 財産区の廃止

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → →
実績 ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ ○ ○
実績 △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 △ □ □ □

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 △ ○ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 △ △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → → →
実績 ○ → → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ △ ○ ○
実績 △ △ △ ○ →

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → →
実績 ▲ □ □ □

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → →
実績 □ → ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ → →
実績 △ △ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 △ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 △ ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 ▲ △ □ □

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 ○ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ →
実績 △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 ▲ □ ▲ ▲

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 □ △ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → → →
実績 □ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → → →
実績 ○ → → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ ○ → →
実績 △ △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 ○
実績 ○

　(3) 職員の資質の向上

　(4) 効率的な行政運営の推進
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55 公共施設等の廃止・民間譲渡
の検討

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 △ □ △ △ △

56 住民基本台帳カード等の利活
用の推進

59 電子決裁の導入

61 第 5 次病院事業経営健全化計
画の達成推進

68 経営状況の点検評価について

64 公営企業会計の導入

67 使用料の見直し

57 庁内ネットワークの活用

60 各種業務の電子化の推進

62 病院事業中期経営計画の策定

69 第三セクターの経営状況の公
表

65 包括的な民間委託やＰＦＩ事
業導入の検討

58 電算処理業務契約の一括管理
について

63 簡易水道事業及び農業集落排水事
業等に係る中期経営計画の策定

66 農業集落排水事業の加入促進

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 ▲ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ ○ ○
実績 △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ →
実績 ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ → → →
実績 ▲ ▲ ▲ ▲

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ ○ →
実績 ▲ ▲ ▲ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○
実績 ▲ △ ▲ ▲

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ △ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ ○ ○
実績 △ △ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 ○ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ → →
実績 △ ○ → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ ○
実績 △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ → → →
実績 ○ ○ → → →

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 □ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 △ ○ ○ ○

　(5) 電子自治体の推進

　(6) 公営企業の経営健全化

　(7) 第 3セクターの経営評価

３ 自立可能な財政構造の構築

70 人件費の抑制 71 物件費の抑制 72 公共事業費の抑制

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ ○ ○ ○

　(1) 行政運営経費節減



− 37 − − 38 −

73 特別会計繰出金の繰出基準の
見直し

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ▲ ○ ○ ○

74 町単独の扶助制度の見直し

77 町単独補助金（運営活動費）
の見直し

80 町税の徴収率の向上

83 町単独補助金の交付制限制度
の検討

86 負担金及び使用料・手数料の
見直し

89 町主催行事参加者等の負担の
あり方の検討

92 寄附条例制定と寄付金の募集

75 町単独事業の見直し

78 町単独補助金（建設事業）の
見直し

79 イベント等の抜本的な見直し

81 課税の適正化の推進

84 企業誘致等の促進

87 負担金、使用料・手数料によら
ない既存の受益者負担見直し

90 町有財産の売り払い

76 負担金の見直し

82 創意工夫による財源の確保

85 安定的な財源確保の研究

88 行政サービスの有料化の検討

91 基金の見直し

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ □ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 △ □ □ □ □

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ △ ○ ○ ○
実績 ○ □ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 ▲ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 △ ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ □ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ □ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ △ ○ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 △ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 △ △ △ △

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 △ ○ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ □ □ □ □

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 △ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 △ △ ○ ○
実績 ▲ ▲ ▲ ▲

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○
実績 △ ○ ○ ○

年度 17 18 19 20 21
計画 ○ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ △ ○ ○

　(2) 時代に適合した行政サービスへの転換

　(3) 自主財源の確保

93 地方債残高の軽減

年度 17 18 19 20 21
計画 △ ○ ○ ○ ○
実績 ○ ○ ○ ○ ○

　(4) 債務の軽減



− 37 − − 38 −

平成 22 年度 まちの 行政組織

事務局

教育委員会

町 長

総務係

書記

農 業 委 員 会

選挙管理委員会

生涯学習推進室
幼児学校教育室 教育係

議 会

生涯スポーツ係
保育所
学校給食センター
公民館

書記

総務係

事務局

事務局

事務局

教育長

建築係
地積調査係
水道係水道事業所

監 査 委 員 会

生涯学習係

建 設 水 道 課 地域整備室 地域整備係
農村整備係

会 計 管 理 者

事 務 局

環境エネルギー室
林政係
環境エネルギー係

農政企画係
農業振興係
畜産係

林政振興室

農政振興室

住 民 会 計 課

健 康 福 祉 課

葛 巻 病 院

農林環境ｴﾈﾙｷﾞｰ課
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出納室

事務局

庶務係
行政改革係
安全係
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財政係

総合政策室

税務室
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税務徴収係
総合窓口係

企画商工係
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広聴広報統計係
定住対策特命主任主査

国保係
会計係

健康推進室
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健康係
福祉係

庶務係
医事係

児童福祉係
保健センター
地域包括支援ｾﾝﾀｰ 介護係



お知らせします！

まちの行財政2010
　この予算書に関するご意見、お問い合わせは、葛巻町役場

総務企画課行政改革係までお気軽にお寄せください。

電話番号 0195-66-2111（内線213）
ホームページ http://www.town.kuzumaki.iwate.jp/

※ この冊子の印刷費は、１冊当たり １１７ 円です。




